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改正安衛法で義務付けられた改正安衛法で義務付けられた改正安衛法で義務付けられた改正安衛法で義務付けられた

「ストレスチェック」に関する「ストレスチェック」に関する「ストレスチェック」に関する「ストレスチェック」に関するQ&A

◆◆◆◆84の「の「の「の「Q＆＆＆＆A」」」」

先の通常国会で成立した改正法の1つに「改正労働

安全衛生法」（6/25公布）がありますが、これに関

連して、厚生労働省から「改正労働安全衛生法Q&A

集」が公開されました。

◆通勤手当の額はどのぐらいか？◆通勤手当の額はどのぐらいか？◆通勤手当の額はどのぐらいか？◆通勤手当の額はどのぐらいか？

上記の調査結果によれば、通勤手当の1人当たり支

給額（月単位）は、正社員12,477円、パート社員7,710

円となっています。

支給額について、39.3％の企業が上限額を設けてお

り、その平均額は34,260円ですが、上限額に関する

規定は大規模企業ほど設けているところが多いとい

う特徴が見られます。

なお、正社員に通勤手当を支給する企業の割合が

89.8％なのに対し、パート社員では76.4％と差が見ら

れますが、この理由については、（１）交通費がか

からない者を採用している（30.2％）、（２）交通

費は基本給に含めて支給している（25.8％）、

（３）自転車通勤のため算定困難（14.3％）となって

→労働者の心理的な負担の程度を把握するため、労働

者自身が該当する項目を選択するチェックシート方式

で行う検査です。面談形式に限ることは想定していま

せん。

【健康診断のように、ストレチェックを実施した旨の

報告を監督署に行う必要があるのでしょか？】

→ストレチェックの実施状況を把握するため、事業者

には、労働基準監督署にその実施状況について報告し

ていただく仕組みを設けること考えています。

集」が公開されました。

改正項目のうち最も影響の大きいものは「ストレ

スチェック制度の創設」だと言われており、上記

「Q&A集」でも84のうちの36（約43%）を占めてい

ます。

◆ストレスチェックに関する◆ストレスチェックに関する◆ストレスチェックに関する◆ストレスチェックに関するQ&A

以下では、Q&A（抜粋）をいくつか見てみましょ

う。

【全ての事業場が対象となるのでしょうか？】

→ストレスチェックの実施が義務とされるのは、従

業員数 50 人以上の事業場とされており、50 人未満の

事業場については、当分の間、実施が努力義務とさ

れています。

【全ての労働者が対象となるのでしょうか？】

→ストレスチェックの対象労働者は、一般健康診断

の対象労働者と同じく、常時使用する労働者とする

予定です。なお、派遣労働者については、派遣元事

14.3

います。

来春施行の改正パート労働法では、短時間労働者

であることを理由とする不合理な差別的取扱いが禁

止されることとなり、通勤手当についても違いを設

ける場合には合理的な理由が必要となります。

自社の規定がどうなっているか、一度チェックし

てみてはいかがでしょうか。

１０１０１０１０月の税務と労務の手続［提出先・納付月の税務と労務の手続［提出先・納付月の税務と労務の手続［提出先・納付月の税務と労務の手続［提出先・納付

先］先］先］先］

10日

○源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］

○雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

ていただく仕組みを設けること考えています。

◆施行予定は来年◆施行予定は来年◆施行予定は来年◆施行予定は来年12月？月？月？月？

今後は、平成27年2月～3月頃に省令・指針等が策定

され、平成27年12月までに改正法（ストレスチェック

の部分）が施行される予定です。

正社員とパート社員の諸手当の格差は正社員とパート社員の諸手当の格差は正社員とパート社員の諸手当の格差は正社員とパート社員の諸手当の格差は

どのぐらい？どのぐらい？どのぐらい？どのぐらい？

◆企業はどんな手当を設けている？◆企業はどんな手当を設けている？◆企業はどんな手当を設けている？◆企業はどんな手当を設けている？

厚生労働省の「平成22年就労条件総合踏査」の結果

によると、支給企業数が多い順に通勤手当、役付手当、

家族手当、技能・技術（資格）手当、住宅手当となっ

ています。

規模に応じて設ける手当の傾向が分かれており、小

規模企業では精皆勤手当・出勤手当が多く、大規模企

業主において実施していただくことになります。

【どれくらいの頻度で実施すれば良いのでしょう

か？】

→今後、労使や専門家のご意見を聴きつつ省令で定

めていくことにしていますが、健康診断と同様に、1

年以内ごとに1回以上実施していただくことを想定し

ています。

【健康診断のように、実施を外部機関に委託しても

問題ありませんか？】

→問題ありません。委託により実施する際には、ス

トレチェックの結果を実施者から直接労働者に通知

する必要があり、労働者の同意なく事業者に通知し

てはならないことなどの点に注意してください。

【ストレスチェックは面談形式で行うものです

か？】

○労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞［労働基準監督

署］

31日

○労働者死傷病報告の提出＜休業4日未満、7月~9月

分＞［労働基準監督署］

健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］

○労働保険料の納付＜延納第2期分＞［郵便局または

銀行］

○労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］

○外国人雇用状況報告（雇用保険の被保険者でない

場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞［公共職業安定

所］

業では住宅手当、調整手当、特殊勤務手当、単身赴任

手当、別居手当、地域（勤務地）手当、特殊作業手当

を設けるところが多くなっています。

◆正社員とパート社員では付く手当が異なる◆正社員とパート社員では付く手当が異なる◆正社員とパート社員では付く手当が異なる◆正社員とパート社員では付く手当が異なる

独立行政法人労働政策研究・研修機構の「企業の諸

手当等の人事処遇制度に関する調査」の結果によると、

正社員とパート社員では付ける手当に違いが見られま

す。

どちらも通勤手当と役付手当が上位2つですが、正

社員では次いで家族手当、技能手当・技術（資格）手

当、住宅手当が多いのに対し、パート社員では業績手

当（個人、部門、グループ等）、技能手当・技術（資

格）手当、精皆勤手当・出勤手当が多くなっています。


